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1.  平成23年3月期の連結業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 2,505 18.6 △331 ― △518 ― △414 ―
22年3月期 2,112 △17.7 △328 ― △346 ― △309 ―

（注）包括利益 23年3月期 △538百万円 （―％） 22年3月期 △241百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率 総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年3月期 △10,052.87 ― △32.4 △31.9 △13.2
22年3月期 △7,513.29 ― △19.7 △16.0 △15.5

（参考） 持分法投資損益 23年3月期  ―百万円 22年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 1,262 1,124 89.0 27,297.13
22年3月期 1,988 1,746 72.1 34,796.08

（参考） 自己資本   23年3月期  1,124百万円 22年3月期  1,433百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

23年3月期 △631 △115 767 700
22年3月期 △115 △36 △111 634

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―
23年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―
24年3月期(予想) ― 0.00 ― 0.00 0.00 ―

3.  平成24年3月期の連結業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 150 △85.2 △155 ― △180 ― △181 ― △4,394.70
通期 550 △78.0 △200 ― △175 ― △177 ― △4,297.58



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 有  

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）詳細は、決算短信【添付資料】24ページ「４．連結財務諸表(7)連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧下さい。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） 、 除外 3社 （社名）
WIDE Corporation、WIDE USA Corporat
ion、WIDE Europe B.V. 

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有
② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期 41,187 株 22年3月期 41,187 株
② 期末自己株式数 23年3月期 1 株 22年3月期 1 株
③ 期中平均株式数 23年3月期 41,186 株 22年3月期 41,186 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成23年3月期の個別業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 551 △12.5 △280 ― △405 ― △271 ―
22年3月期 630 △9.0 △276 ― △259 ― △293 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

23年3月期 △6,592.28 ―
22年3月期 △7,114.45 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 1,500 1,362 90.8 33,069.94
22年3月期 1,757 1,631 92.8 39,605.00

（参考） 自己資本 23年3月期  1,362百万円 22年3月期  1,631百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続を実
施中です。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績等は、
今後様々な要因により予想数値と異なる可能性があります。なお、業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項については、決算
短信【添付資料】２ページ「経営成績」をご覧下さい。 
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(1）経営成績に関する分析 

①当連結会計年度の経営成績 

 当連結会計年度、当社グループ（当社及び当社の連結子会社）のおかれました経営環境につき、世界経済は、中国

をはじめとした新興国が引続き高い経済成長を維持し、米国も個人消費が回復してまいりましたが、欧州では金融不

安が再燃するなど依然として不安定な状況が続いております。国内経済は、新興国向けの輸出の増加、経済対策によ

る景気の下支え効果等により企業業績が回復傾向にありましたが、慢性化するデフレ、急速な円高等により不透明な

状況が継続いたしました。さらに、未曾有の災害となった東日本大震災及び福島第一原子力発電所の事故による国内

経済に与えるインパクトは計りしれないものがあり、厳しい状況に陥る懸念が出てきております。 

 エレクトロニクス業界につきましては、スマートフォンへの需要及び家電エコポイント制度縮小による駆け込み需

要等の増加で順調に推移しておりましたが、前述の東日本大震災による製造設備の被災及び計画停電による生産活動

の停滞等によりサプライチェーンが寸断されており、予断を許さない状況になっております。 

  

 このような状況下、当連結会計年度の業績について、売上高は、グラフィックス関連及び部材関連とも増収とな

り、2,505,172千円（前年同期比18.6％増）の計上となりました。しかしながら、当社で医用向けグラフィックスボ

ードの、韓国の子会社WIDE Corp.(以下、WIDE社）で医用向け液晶モニター等の新製品開発を行い、研究開発費が前

年同期比41.8％増加したこと等に伴い、販売費及び一般管理費が1,062,654千円（前年同期比13.9％増）となったこ

とから、営業損失は331,138千円（前年同期営業損失328,051千円）と前期並となりました。一方、平成22年12月に

WIDE社が韓国の現代財閥の有力企業グループであるHallaグループへ第三者割当増資を行ったことにより、同社が当

社連結子会社から持分法適用関連会社に異動し、当社が保有する同社のウォン建て社債が資産計上されましたが、当

該社債の投資時点より現在、円高に進行していることから当社に生じた為替差損とウォンが対ユーロ並びにドルでウ

ォン高に推移していることからWIDE社に生じた為替差損により、当連結会計年度において為替差損が184,644千円発

生したこと等から、経常損失は518,088千円（前年同期経常損失346,848千円）の計上となりました。 

 また、前述のWIDE社の第三者割当増資による持分変動利益49,034千円及び償却済みの債権回収による24,000千円が

特別利益として生じ、WIDE社の業績が日本の会計基準では赤字になり同社の少数株主損失として33,548千円（前年同

期少数株主損失21,953千円）が発生したこと等から、当期純損失は414,037千円（前年同期当期純損失309,442千円）

の計上となりました。 

 なお、WIDE社の業績につき、韓国の会計基準では前述の医用向け液晶モニター等の新製品の研究開発費が資産計上

される為、同国の会計基準によるWIDE社の当期純利益は、前期の赤字から黒字化しております。 

  

 事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。  

 1）グラフィックス関連事業 

 当社グループの主力事業であるグラフィックス関連事業につき、産業用グラフィックス事業は、国内において、医

用画像システムの販売に注力いたしました。海外では、WIDE社の産業用液晶モニターの販売が中心になりますが、南

米の販路を新規開拓し、また、欧州メーカー向け液晶モニターのOEM供給を開始いたしました。また、アミューズメ

ント事業は、大手遊技機器メーカーを中心に営業を推進いたしました。 

 この結果、売上高2,163,230千円（前年同期比14.4％増）となりましたが、前述のように研究開発費が増加したこ

と等により、営業損失は163,766千円（前年同期営業損失167,039千円）と前期並となりました。  

 2）部材関連事業 

 部材関連事業につきましては、売上高341,941千円（前年同期比54.1％増）、営業利益5,603千円（同61.3％増）と

なりました。 

  3）研究開発活動 

 グラフィックス関連事業において、産業用グラフィックス事業で、当社は医用向けグラフィックスボードの新製品

の開発を推進し、WIDE社は医用画像診断用液晶モニターの開発を完了させました。また、アミューズメント事業で

は、「JIGENシリーズ（現在の製品：JIGEN-301）」のための遊技機器向けコンテンツの統合開発環境「Racroix(ラク

ロア）」の機能強化を行いました。その結果、研究開発費は350,831千円（前年同期比41.8％増）になりました。  

      

②通期の見通し 

 次期の売上高は、WIDE社が当社連結子会社から持分法適用関連会社に異動したことの影響が大きく、550百万円と

当連結会計年度比78.0％の減収を計画しております。その内訳といたしまして、グラフィックス関連事業の売上は

300百万円を見込んでおります。産業用グラフィックス事業について、医用向けグラフィックスボード及び航空管制

向けグラフィックスボードの販売のほか、国内の医用画像システム販売に注力いたします。また、アミューズメント

事業について、東日本大震災の影響が大きく、遊技ホールの節電協力による収益性の低下及び遊技機器の入替え自粛

等により、遊技機器の需要動向は非常に厳しい状況にあります。遊技機器メーカーは、低迷する需要に対し、震災に

１．経営成績

㈱リアルビジョン（6786） 平成23年3月期 決算短信

- 2 -



よる部材の調達難もあることから、販売済みの遊技機器の部材のリユース（再利用）での対応を推進する一方、販促

活動の自粛等により事業計画に遅れも出てきております。このような環境下、新グラフィックスLSIへの切替えは遅

延する可能性が高く、現時点において「JIGENシリーズ」による売上は計画しておりません。なお、部材関連事業の

売上は250百万円を見込んでおります。 

 次期の研究開発は、アミューズメント事業が中心になりますが、「Racroix」の機能等の充実も一段落しているこ

とから、研究開発費用は抑制される見通しであります。 

 以上、販売費及び一般管理費の削減に努めてまいりますが、前述のように主力のグラフィックス関連事業の内、産

業用グラフィックス事業の売上のみを見込んでいることから、営業損失200百万円を計画しております。なお、営業

外収益としてWIDE社の持分法による投資利益等を見込んでいることから、経常損失175百万円、当期純損失177百万円

となる計画であります。 

   

(2）財政状態に関する分析 

①資産、負債及び純資産の状況 

 当連結会計年度末における資産、負債及び純資産の状況につき、WIDE社が当社連結子会社から持分法適用関連会社

に異動したことによる影響が大きく、以下のようになりました。  

 当連結会計年度末における資産は、前連結会計年度末と比較し726,309千円減少し、1,262,658千円となりました。

資産の内訳は、流動資産が827,577千円（前連結会計年度末比805,713千円減）、固定資産が435,081千円（同79,403

千円増）であります。流動資産の主な減少要因は、現金及び預金が66,333千円増加しましたが、受取手形及び売掛金

が655,258千円減少し、たな卸資産が266,216千円減少したこと等によるものであります。また、固定資産の主な増加

要因は、有形固定資産が82,205千円減少し、無形固定資産が123,849千円減少しましたが、投資その他の資産が

285,458千円増加したことによるものであります。 

 負債の部は、前連結会計年度末と比較し104,382千円減少し、138,399千円となりました。負債の主な減少要因は、

支払手形及び買掛金が20,293千円減少し、短期借入金が63,120千円減少し無くなったこと等によるものであります。

 純資産の部は、前連結会計年度末と比較し621,926千円減少し、1,124,259千円となりました。純資産の主な減少要

因は、当期純損失の計上により利益剰余金が414,037千円減少し、少数株主持分が313,074千円減少し無くなったこと

等によるものであります。 

  

②キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度末の現金及び現金同等物は、連結の範囲変更に伴い108,231千円減少しましたが、前連結会計年度

末と比較し66,367千円増加し、700,866千円となりました。 

 当連結会計年度のキャッシュ・フローの概況は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果使用した資金は631,809千円となりました。これは主に売上債権の減少95,111千円及び減価償却

費47,100千円等の増加要因がありましたが、税金等調整前当期純損失445,978千円及びたな卸資産の増加336,709千

円等の減少要因によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は115,649千円となりました。これは主に投資有価証券の売却及び償還による収入

24,718千円等の増加要因がありましたが、有形固定資産の取得による支出143,982千円等の減少要因によるもので

あります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果獲得した資金は767,788千円となりました。これは主に短期借入金の返済による支出245,756千円

の減少要因がありましたが、短期借入れによる収入439,576千円、少数株主からの払込による収入428,429千円及び

社債の発行による収入139,201千円等の増加要因によるものであります。  

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

  
平成23年 
３月期 

平成22年 
３月期 

平成21年 
３月期 

平成20年 
３月期 

平成19年 
３月期 

自己資本比率（％）  89.0  72.1  72.7  60.0  59.4

時価ベースの自己資本比率（％）  39.4  107.3  30.8  19.5  49.2

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年）  －  －  1.2  －  －

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍）  －  －  6.8  －  －
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キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

 （注1） いずれも連結ベースの財務数値により計算しています。 

 （注2） 株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 

 （注3） 営業キャッシュ・フロー及び利払いは、連結キャッシュ・フロー計算書に計上されている「営業活動によるキ

ャッシュ・フロー」及び「利息の支払額」を用いております。 

 （注4） 平成19年３月期は有利子負債及び利払いが無いため、また、平成20年３月期、平成22年３月期及び平成23年３

月期は営業キャッシュ・フローがマイナスのため、キャッシュ・フロー対有利子負債比率及びインタレスト・

カバレッジ・レシオは記載しておりません。 

  

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社は、株主に対する利益還元を重要な経営課題として認識しております。利益配当につきましては、企業体質の

強化と今後の積極的な事業展開に備えるため、内部留保を充実させることを勘案しながら、各期の業績を考慮に入れ

て決定することを基本方針としております。 

 現在、グラフィックス関連の市場が急速に拡大しておりますが、競合他社との競争は激しく、当社といたしまして

は、当面、研究開発を重視すると共に、海外進出・事業提携等、積極的に事業展開を行うため、内部留保に重点を置

き、将来的な株主価値の向上を目指していく所存であります。 

  

(4）事業等のリスク 

 以下に、当社の企業集団の事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載しておりま

す。 

 また、事業上のリスクとして具体化する可能性は必ずしも高くないと見られる事項を含め、投資家の投資判断上重

要と考えられる事項については、投資家に対する情報開示の観点から積極的に開示しております。当社は、これらの

リスクの発生の可能性を認識した上で、その発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針でありますが、当社株

式に関する投資判断は、以下の特別記載事項及び本項以外の記載事項を、慎重に検討した上で行われる必要があると

考えます。 

 なお、（*）表記がある用語につきましては、末尾の用語集において解説しておりますのでご参照ください。 

  

①当社の事業戦略及びそれに伴うリスクについて 

 当社の企業集団は、グラフィックスLSI（*1）及びグラフィックスボード（*2）の開発・販売、産業用液晶モニタ

ーの開発・製造・販売を主業務としております。 

 当社の企業集団は、システムLSI技術（*3）をベースに主要事業領域をグラフィックス分野に置き、設立以来、

「点から面へ」という事業戦略をとっております。すなわち、ハイエンドグラフィックスLSIの開発で培ったシステ

ムLSI化技術をさらに高めていくという「点戦略」を進め、これを核として「面戦略」、すなわち、市場の成長が期

待できる特定用途向けグラフィックス分野へ進出し、当該特定用途に対応するグラフィックスLSI、基本ソフト（ド

ライバ、ライブラリ）、グラフィックスボード、アプリケーションソフト及び液晶モニターを開発し、サブシステム

（*4）もしくはシステムとして製品供給を行い、付加価値を高めております。現在、特定用途向けグラフィックス分

野でも医用、航空管制、船舶等の産業用グラフィックス事業とアミューズメント事業に経営資源を集中させておりま

す。 

１）グラフィックス関連について 

ａ）グラフィックスLSIについて（点戦略） 

 グラフィックス市場は競合が激しく、グラフィックスLSI技術の進歩も急速に進んでおります。新たなアーキ

テクチャのLSI化に加え、半導体プロセスの進化に伴い、ジオメトリ（*5）処理及びレンダリング（*6）処理等

を行うLSIの高速化がさらに進むと同時に、グラフィックス以外の機能と1チップにシステムLSI化することが重

要になっております。このような急速な技術革新に対応するには、優秀で経験豊富なシステムLSI開発技術者を

確保することが極めて重要でありますが、優秀な技術者の確保等が十分に行うことができず技術面での優位性が

保てなくなった場合、当社業績に重大な影響を及ぼすおそれがあります。また、他社との技術提携等を迅速に行

うことも重要と考えており、技術提携等の交渉が不調となった場合、当社業績に重大な影響を及ぼすおそれがあ

ります。一方、前述のように当社はサブシステムもしくはシステムとして製品展開を進めておりますが、当社独

自のグラフィックスLSIは、当該製品の差別化の核になると認識しており、今後も、独自のグラフィックスLSIの

開発を継続していく方針であります。独自のグラフィックスLSIの開発は、最先端の分野であるため開発コスト

の負担も重く、当該グラフィックスLSI等が、当初計画より売上があがらず開発コストの回収等ができなくなっ

た場合、当社業績に重大な影響を及ぼすおそれがあります。 
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ｂ）特定用途向けのグラフィックス分野について（面戦略） 

 特定用途向けのグラフィックス分野へ事業展開を図るには、特定用途ごとに個別仕様が必要であるため、それ

ぞれの分野に精通した有力企業との提携等を行い、開発を進めることが重要になります。これまで、医用及び遊

技機器の各分野の有力企業と提携等を行い、開発を進めてまいりました。当該企業との提携に支障が生じた場

合、また、今後、さらに別の特定用途へ事業を拡大するとき、当該特定用途における有力企業との提携が進まな

かった場合、当社事業計画の変更が迫られるおそれがあり、当社業績に重大な影響を及ぼすおそれがあります。

一方、付加価値を追求するため、サブシステムもしくはシステムでの製品供給を進めておりますが、グラフィッ

クスLSI、グラフィックスボード、液晶モニター等ハードとドライバ、ライブラリ、アプリケーションソフト等

ソフトウェアの複合製品の供給を行うには、品質管理体制が重要になります。品質管理体制の整備が不十分な場

合、当社業績に重大な影響を及ぼすおそれがあります。 

ｃ）産業用グラフィックス事業について 

 当社は、平成19年5月にWIDE社を子会社化いたしましたが、平成22年12月に韓国の現代財閥の有力企業グルー

プであるHallaグループへ同社が第三者割当増資を行い、当社は第2位の株主（当社持分比率：26.4％)となった

為、同社は現在、当社の持分法適用関連会社になっております。WIDE社は、1999年12月にサムスングループ出身

者が設立した医用、航空管制及び船舶等の産業用液晶モニターの開発・製造・販売会社であります。WIDE社の産

業用液晶モニターは、大手企業が激しい競争をしているテレビ及びPC等の商業用途は避け、高い技術力で高付加

価値を生み出す産業用途にフォーカスしており、既に医用向けで事業基盤を確立した上、航空管制、船舶に進出

し、現在、Hallaグループと連携し他の産業用途等への展開を計画しております。また、当社が画像処理を行う

サブシステム（グラフィックスLSI、基本ソフト〔ドライバ、ライブラリ〕、グラフィックスボード並びにアプ

リケーションソフト）、一方、WIDE社が画像表示を行う液晶モニター、と両社製品の補完関係は強く、産業用グ

ラフィックスシステムとして連携し、今後も事業展開を図ってまいります。WIDE社及びHallaグループとの効果

的な連携がとれない場合、もしくは、WIDE社の産業用液晶モニターの販売が伸びず同社の業績が不振に陥った場

合、当社業績に重大な影響を及ぼすおそれがあります。 

d）アミューズメント事業について 

 当社は、平成20年11月に遊技機器向けグラフィックスLSI「JIGENシリーズ（現在の製品：JIGEN-301）」の販

売を開始し、平成22年１月に「JIGENシリーズ」の為のコンテンツ統合開発環境である「Racroix(ラクロア）」

の販売を開始いたしました。遊技機器の画像表示システムは、ドラマや人気漫画等の版権料、液晶の大型化、高

解像度のムービー化に伴うデータ量の増加、リッチコンテンツ化によるコンテンツ開発の複雑化等により開発・

製造コストは急騰しております。一方、遊技ホールからは国内消費の停滞等による収益性の低下から、新台の低

価格化のニーズが一層、強くなってきております。JIGEN-301とRacroixは、画像ボード等のシステム価格（ハー

ド）とコンテンツ開発（ソフト）の両面で大幅なコスト削減に寄与し、かつ、高画質で多様な演出画像を実現す

る製品であります。当社は、JIGEN-301とRacroixは技術的優位性がある製品と認識しておりますが、競合製品よ

りシェアが奪えず販売が伸長しなかった場合、当社業績に重大な影響を及ぼすおそれがあります。 

  

２）LSI等の製造委託について 

 当社は、グラフィックスLSI及びグラフィックスボードについて、ファブレスメーカー（*7）として設計業務に

特化しており、製造に関しては一切の業務をアウトソーシングしております。その中でもLSIの製造委託は、当社

にとり極めて重要な要素を占めております。LSIの製造委託について、国内及び台湾をはじめとする海外の半導体

メーカーに対して直接あるいは間接的に製造を委託していくことを当社は考えておりますが、前述の事業戦略を推

進していくためには常に最適な委託先を確保できる体制を確立することが重要であり、そのためには複数の委託先

との良好な関係を築きあげて維持していくことが必要であります。製造委託先と良好な関係を構築できない場合、

当社の想定する事業展開の推進に支障をきたすおそれがあります。 

  

３）為替リスクについて 

 当社は、海外の製造委託先からグラフィックスLSI等の輸入取引が増加する一方、産業用グラフィックスシステ

ム等の輸出取引も行っております。当該取引の拡大に伴い、当社では、為替リスクが大きくなると予想しておりま

す。当該為替リスクに対し、社内体制の整備を行い、先物予約等ヘッジ策を検討してまいりますが、予期せぬ為替

変動に見舞われた場合、当社業績に重大な影響を及ぼすおそれがあります。 

  

 ②会社組織について 

 当社グループは、平成23年3月31日現在、取締役4名、監査役3名、従業員22名と小規模な組織であり、社内管理体

制は組織的というよりも人的な管理に依存している面が大きいというのが現状であります。したがいまして、経営陣

はもとより、人材の社外流出により当社業務遂行上の支障が生じた場合、代替要員の不在、事務引継手続の遅延等の

理由によって当社の業務に支障が生じるおそれがあります。当社は、より組織的な経営を目指し、かつ、コンプライ
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アンス体制を強化するため、社員の育成等を行ってまいりますが、今後、業容が拡大し、適切かつ十分な人的・組織

的対応ができない場合、当社業績に重大な影響を及ぼすおそれがあります。 

  

 ③経営成績について 

 当社の現在までの経営成績は、以下のとおりとなっております。 

 （注） 売上高には消費税等は含まれておりません。 
  

  当連結会計年度において、当期純損失として414,037千円計上し、利益剰余金は△5,287,319千円になっておりま

す。利益剰余金の△5,287,319千円につきましては、当社グループとして主業務のグラフィックス関連事業の収益に

より解消を図る方針であります。グラフィックス関連事業の内、産業用グラフィックス事業について、医用及び航空

管制向けの市場は堅調に拡大しており、WIDE社と連携し、より付加価値が獲得できるグラフィックスシステムとして

製品販売を行う方針であります。また、アミューズメント事業について、現在、競合製品が優位な市場シェアを占め

ておりますが、技術的優位性を持つ「JIGENシリーズ」とコンテンツの統合開発環境「Racroix」により、市場シェア

を獲得し、当社業績を大幅に改善させる方針であります。しかしながら、競合製品よりシェアが奪えず販売が伸長し

なかった場合、当社業績に重大な影響を及ぼすおそれがあります。 

 なお、WIDE社について、当連結会計年度は韓国会計基準で黒字化しております。今後、Hallaグループと連携し

KOSDAQ等への上場を早期に図り、前述の利益剰余金の解消に寄与させる方針であります。  

  

④知的財産について 

 情報技術（IT）に関する知的財産権の問題は比較的歴史が浅いため、確立した実務というものが存在しない分野も

多く存在します。従って、以下に記載している事項は、現状において認識し得る限りのものに過ぎず、将来にわたっ

て網羅的なものたり得ない可能性があります。 

  

１）登録された知的財産権の希少性 

 当社は、当社製品又はその技術等に関して必要に応じて出来る限り知的財産権の登録出願を行う等その保護を図

る方針ですが、情報技術に関する知的財産権については実務が必ずしも確立されていない分野も存在し、予期に反

して権利が登録できなかったり、権利が登録できた場合にも強力な保護が得られない等の可能性があります。ま

た、当社の製品またはその技術等は、民法、不正競争防止法、著作権法等の登録出願を要しない権利に関する法令

によって保護の対象とされる場合もありますが、これらの法令に基づく保護が及ばない場合やその権利行使に困難

を伴う場合があり、当社の製品等と類似の製品等が他者により開発、製造または販売等された場合、その対応によ

り当社業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

２）知的財産権侵害等による紛争の可能性 

 平成23年3月31日現在まで、当社には、当社の技術に関連した知的財産権に関わる訴訟を提起される等の問題が

生じたことはなく、当社の知る限りにおいては訴訟提起等のおそれはないと考えております。 

 また、LSIやボード等の開発において他社と共同で行うことがあります。共同開発の相手先や製造委託先等の他

社が開発等に関与した当社製品に利用されている技術のうち、他社の技術が第三者の知的財産権を侵害しているか

否かについて、平成23年3月31日現在、訴訟やクレーム等の報告を当社は他社もしくは第三者より受けてなく、当

社の知る限りにおいては訴訟提起等のおそれはないと考えております。 

  （単位：千円）

回次 第11期連結 第12期連結 第13期連結 第14期連結 第15期連結 

決算年月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 

売上高  2,828,769  3,071,173  2,566,322  2,112,680 2,505,172 

経常損益  133,137  △623,325  △299,289  △346,848 △518,088 

当期純損益  △393,986  △537,028  △401,278  △309,442 △414,037 

資本金  3,022,725  3,022,725  3,022,725  3,022,725  3,022,725

総資産額  5,271,829  4,168,231  2,338,728  1,988,968 1,262,658 

純資産額  3,226,018  3,003,536  1,988,829  1,746,186 1,124,259 
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 しかしながら、将来、これらの技術を含め当社の事業に関連した知的財産権が第三者に成立した場合、または、

当社の認識していない当社の事業に関連した知的財産権が存在した場合においては、第三者による知的財産権を侵

害したとの主張に基づく訴訟が提起される可能性があります。これが提起された場合には、その準備のために多大

な時間や費用等の経営資源を訴訟に費やさなくてはならず、また、敗訴した場合には、訴訟の対象となる技術を含

む製品の販売を継続できなくなることがあり、多額の損害賠償債務を負担させられ、あるいは、第三者から実施許

諾等による使用の対価が発生し、当社業績に重大な影響を及ぼすおそれがあります。訴訟の提起には至らなくと

も、知的財産権に関わる紛争が生じた場合には、当社の製品または技術等に対する保護が限定され、同様に当社業

績に重大な影響を及ぼすおそれがあります。 

  

⑤製品クレームの偶発性 

 平成23年3月31日現在まで、当社には、当社が開発、製造又は販売等をするLSI、ソフトウェア等に関し、日本また

は海外における製造物責任法又はその他の法律に基づく責任につき、訴訟を提起される等の問題が生じたことはあり

ません。当社は、当社におけるLSI、ソフトウェア等の開発、製造及び販売等を通じて、欠陥等の不具合を生じない

よう、また生じたとしてもこれを発見し排除できるよう管理に努めております。しかし、エンドユーザー等に損害を

与えかねないような不具合をもつLSI、ソフトウェア等の提供を必ず回避できるとの保証はありません。 

 当社のLSI、ソフトウェア等に不具合が発見された場合、当社または当社の提供する製品若しくは役務に対する信

用に、重大な影響を及ぼす可能性があります。また、当社はかかる不具合等を排除するために多額の資金支出を余儀

なくされる可能性があり、また場合によっては適宜これを改善することができない可能性があります。かかる不具合

によりエンドユーザー等に損害が発生した場合、当社は多額の損害賠償その他の請求を受ける可能性があり、その解

決のため裁判上または裁判外において、多大な費用と時間を必要とする可能性があり、当社業績に重大な影響を及ぼ

すおそれがあります。 

  

⑥今後の資金需要等について 

 前述のとおり、グラフィックス市場は競争が激しく、技術の進歩も急速であるため、常時継続的に市場のニーズに

合った新製品を開発し、また他企業との提携や買収等を適宜迅速に行うことが重要であり、当社はこれらを可能とす

る資金を調達していくことが必要であります。また、LSIの開発資金、LSI及びボードの量産品の製造委託や販売等に

かかる運転資金を適時に調達することが重要であります。とくにLSIの開発については、開発期間が長期にわたり、

資金も多額となり、開発した製品が市場に投入されたとしても販売が予定していた売上高を下回り、開発資金の回収

が困難になる場合があります。このような場合、当社業績に重大な影響を及ぼすおそれがあります。 

  

⑦利益還元政策について 

 当社は、株主に対する利益還元を重要な経営課題として認識しております。配当につきましては、企業体質の強化

と今後の事業展開に備えるため、内部留保を充実させることを勘案しながら、各期の経営業績を考慮に入れて決定す

ることを基本方針としております。 

 当面につきましては、グラフィックス関連の市場が急速に拡大する一方で、競合他社との競争は激しく、研究開発

を積極的に推進し、海外進出・事業提携等、積極的に事業を展開するため、内部留保に重点を置き、将来的な株主価

値の向上を目指していく所存であります。 

 なお、当社は設立以来、配当を行っておりません。 

  

⑧株式の希薄化について 

 当社は、役員及び従業員の当社事業に対する貢献意欲及び経営の参画意識を高めるため、ストックオプション（新

株予約権）のインセンティブプランを行っていくことを基本方針としています。平成15年6月25日付第7回定時株主総

会および平成15年7月14日開催の当社取締役会で、商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき、ストックオ

プションとして新株予約権を発行することについて決議しております。付与対象者は当社の取締役、監査役、従業

員、従業員として採用を予定する者及び当社の子会社の従業員で、平成15年7月22日に新株予約権1,000個（新株予約

権の目的となる株式の種類および数：当社普通株式1,000株）を発行しております。なお、平成23年3月31日現在、当

該新株予約権の残高は従業員の退職等により297個（新株予約権の目的となる株式の種類および数：当社普通株式297

株）に減少しております。当社においては、今後もストックオプション（新株予約権）の付与を行う可能性がありま

す。 
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 当社の企業集団は、当社（株式会社リアルビジョン）、連結子会社１社（株式会社リアルビジョン北九州）及び関

連会社３社（WIDE Corporation、WIDE USA Corporation、WIDE Europe B.V.）で構成され、グラフィックスLSI及びグ

ラフィックスボードの開発・販売並びに産業用液晶モニターの開発・製造・販売を主業務としております。また、主

業務に加え、部材関連の原材料の販売も行っております。 事業の系統図は、次のとおりであります。 

（注）1. 株式会社リアルビジョン北九州（以下、RV北九州）について 

RV北九州は当社の100％子会社であり、平成14年1月に設立しました。グラフィックス関連等の共同開発を行っ

ております。 

 （注）2．WIDE Corporation（以下、WIDE社）グループ3社について 

WIDE社は、平成11年12月に韓国に設立された医用及び航空管制等の産業用液晶モニターの開発・製造・販売会

社であります。WIDE USA Corporation及びWIDE Europe B.V.は、同社の米国及び欧州における販売子会社であ

ります。なお、平成22年12月に実施した韓国の現代財閥の有力企業グループであるHallaグループへの第三者

割当増資により、当社持分比率が26.4%に低下し同社の第2位の株主になった為、WIDE社グループ3社は、当社

連結子会社から持分法適用関連会社に異動いたしました。 

  

２．企業集団の状況
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(1）会社の経営の基本方針 

 当社は、システムLSI技術をベースに主要事業領域をグラフィックス分野に置き、設立以来、「点から面へ」とい

う事業戦略をとっております。すなわち、ハイエンドのグラフィックスLSIの開発で培ったシステムLSI化技術をさら

に高めていくという「点戦略」を進め、これを核として「面戦略」、すなわち、市場の成長が期待できる特定用途向

けグラフィックス分野へ進出し、当該特定用途に対応するグラフィックスLSI、基本ソフト（ドライバ、ライブラ

リ）、ボード、アプリケーションソフト及び液晶モニターを開発し、サブシステムもしくはシステムとして製品供給

を行い、付加価値を高めております。現在、特定用途向けグラフィックス分野でも医療機器、航空管制、船舶等の産

業用グラフィックス事業とアミューズメント事業に経営資源を集中させております。 

  

(2）目標とする経営指標 

 当社は株主価値重視の観点から、ROE等の指標を目標とし、それを向上させることを通じて企業価値増大に努めて

いく所存であります。また、一方で、キャッシュ・フローを意識した経営を行ってまいります。当面は、資金を研究

開発及び企業の買収や提携等に積極的に充当し、将来キャッシュ・フローを増大させることを目標に運営してまいり

ます。 

  

(3）中長期的な会社の経営戦略 

①グラフィックス関連 

 グラフィックス機能は、自動車、家電製品、金型、建築物等工業製品の設計に使用されるワークステーションやシ

ミュレーション機器等産業分野で、すでに重要な役割を果たしており、家庭用ゲーム機器、スマートフォン等コンシ

ューマー分野でも重要な機能になっております。人間は必要な情報のかなりの部分を視覚に依存しており、通信のブ

ロードバンド化等に伴い、グラフィックス機能は、今後、ますます重要度が高くなっていくものと思われます。当社

は、前述のように、システムLSI技術をベースに主要事業領域をグラフィックス分野に置き、「点から面へ」という

事業戦略をとっております。 

１）産業用グラフィックス事業 

 当社が画像処理を行うサブシステム（グラフィックスLSI、基本ソフト〔ドライバ、ライブラリ〕、ボード及び

アプリケーションソフト）、一方、WIDE社が画像表示を行う液晶モニター、と両社製品の補完関係は強く、産業用

グラフィックスシステムとして両社で連携し、事業展開を図ってまいります。当該事業は、大手企業が激しい競争

をしているテレビ及びPC等のコンシューマー用途は避け、高い技術力で高付加価値を生み出す産業用途にフォーカ

スしており、既に医用向けで事業基盤を確立しております。現在、航空管制及び船舶向けに進出している他、今

後、Hallaグループとも連携し他の産業用途への展開を計画してまいります。 

２）アミューズメント事業 

 当社は、平成20年11月に遊技機器向けグラフィックスLSI「JIGENシリーズ（現在の製品：JIGEN-301）」の販売

を開始し、平成22年１月に「JIGENシリーズ」向けのコンテンツ統合開発環境である「Racroix(ラクロア）」の販

売も開始いたしました。遊技機器の画像表示システムは、ドラマや人気漫画等の版権料、液晶の大型化、高解像度

のムービー化に伴うデータ量の増加、リッチコンテンツ化によるコンテンツ開発の複雑化等により開発・製造コス

トは急騰しております。一方、遊技ホールからは国内消費の停滞等による収益性の低下から、新台の低価格化のニ

ーズが一層、強くなってきております。JIGEN-301とRacroixは、画像ボード等のシステム価格（ハード）とコンテ

ンツ開発（ソフト）の両面で大幅なコスト削減に寄与し、かつ、高画質で多様な演出画像を実現する製品でありま

す。現状、競合製品の市場シェアが高い状況にありますが、今後、技術的優位性のあるJIGEN-301とRacroixdで市

場シェアを獲得してまいります。 

  

②部材関連 

 部材関連は、グラフィックス関連の事業を推進する中で親密取引先からの依頼で生じた取引であります。 

  

３．経営方針
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(4）会社の対処すべき課題 

 現状の経営課題として、主に以下の事項を考えております。 

  

①技術革新への対応 

 グラフィックス市場は競合が激しく、技術の進歩も急速に進んでおります。新たなアーキテクチャのLSI化に加

え、半導体プロセスの進化に伴い、ジオメトリ処理及びレンダリング処理等を行うLSIの高速化がさらに進むと同時

に、グラフィックス以外の機能と1チップにシステムLSI化することが重要になっております。このような急速な技術

革新に対応するには、優秀で経験豊富なシステムLSI開発技術者を確保することが極めて重要な経営課題と認識して

おります。また、自社の固有技術を確立する一方で、当該固有技術と融合する技術を有する企業に対し、買収や提携

等を迅速に行うことが重要と考えております。 

  

②効率的な開発体制の構築 

 当社は、現在、特定用途向けグラフィックス分野へ事業を展開しております。すなわち、相応の市場規模が期待で

きる医用向け及び遊技機器向け等特定用途向けグラフィックス市場に対し、当該特定用途に最適化したグラフィック

スLSI、基本ソフト（ドライバ、ライブラリ）、ボード、アプリケーションソフト及び液晶モニターを開発し、サブ

システムもしくはシステムとして事業展開を図っております。特定用途向けグラフィックス分野では、それぞれの用

途ごとに仕様が異なるため、当該特定用途の市場に精通した有力企業に対し、買収や提携等を行うことでそれぞれの

市場ニーズを的確に把握し、より効率的な開発体制を確立していく方針であります。 

  

③LSI等の製造委託先の確保 

 当社は、グラフィックスLSI及びグラフィックスボードについて、ファブレスメーカーとして設計業務に特化して

おり、LSI及びボード等の製造に関しては一切の業務をアウトソーシングしております。その中でもLSIの製造委託

は、当社にとり極めて重要な要素を占めております。これまで、国内のみならず台湾をはじめとする海外の半導体メ

ーカーに対して直接あるいは間接的に製造を委託してまいりましたが、当社が自らの事業戦略を推進していくために

は常に最適な委託先を確保できる体制を確立することが重要であり、複数の委託先との良好な関係を築きあげて維持

していくことが重要になります。 

  

④知的財産権の保護 

 現在まで、当社には、当社の技術に関連した知的財産権に関わる訴訟を提起される等の問題が生じたことはなく、

当社が適切かつ十分であると認める方法で行った調査によっても訴訟提起等のおそれは認められておりません。情報

技術に関する知的財産権については実務が必ずしも確立されていない分野も存在し、予想に反して権利の登録ができ

なかったり、権利が登録できた場合でも強力な保護が得られない等の可能性があります。しかしながら、当社は、今

後も、当社製品又はその技術等に関して必要に応じてできる限り知的財産権の登録出願を行うなどその保護を図る方

針であります。 

  

⑤内部管理体制の強化 

 当社グループは、平成23年3月31日現在、取締役4名、監査役3名、従業員22名と小規模な組織であり、社内管理体

制は組織的というよりも人的な管理に依存している面が大きいというのが現状であります。当社は、より組織的な運

営を目指し、かつ、コンプライアンス体制の強化を図るため、社員の育成等を行ってまいります。 

  

《用語集》 

【*1 LSI】 

 LSIとは、Large Scale Integration（大規模集積回路）の略。ICで特に集積度の高いものをいう。 

  

【*2 ボード】 

 LSI、メモリー等を搭載し、ワークステーション等に装着することで特定機能を向上させるものをいう。グラフィッ

クス機能を向上させるボードは、グラフィックスボードもしくは、グラフィックスアクセラレーターといわれている。

  

【*3 システムLSI技術】 

 従来、複数のICやLSIで構成していた機能を、1つのLSIで当該機能を実現させる技術のことをいう。 
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【*4 サブシステム】 

 2Dや3Dなどのグラフィックスを専門に処理する目的で構築されたシステムの総称。ここでは、グラフィックスLSI、

基本ソフト（ドライバ、ライブラリ）、ボード及びアプリケーションソフトまでを含むシステムを指す。 

  

【*5 ジオメトリ処理】 

 3次元モデルに対する座標変換と光源計算処理をいう。3次元モデルが実時間で移動する際の時々刻々の位置の変化と

光の当たり具合を算出し後段の描画処理（レンダリング）に渡す。処理能力は、1秒当りに処理できるポリゴン数で表

わす。 

  

【*6 レンダリング処理】 

 ジオメトリ処理により表現された3次元モデルの各ポリゴンに対する描画処理（図形の塗りつぶしを意味する）をい

う。 

  

【*7 ファブレスメーカー】 

 自社のアイデアまたは技術をもとに設計した製品の製造について、製造工場を有する他のメーカに外注委託し、自社

では製造工場を持たない会社のことをいう。 
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 584,467 650,800

受取手形及び売掛金 720,596 65,337

有価証券 50,031 50,065

商品及び製品 143,722 49,227

仕掛品 5,403 7,041

原材料及び貯蔵品 180,125 6,765

その他 27,524 4,784

貸倒引当金 △78,578 △6,444

流動資産合計 1,633,290 827,577

固定資産   

有形固定資産   

建物 12,797 17,490

減価償却累計額 △5,417 △7,036

建物（純額） 7,380 10,453

車両運搬具 8,181 －

減価償却累計額 △3,783 －

車両運搬具（純額） 4,397 －

工具、器具及び備品 353,614 117,024

減価償却累計額 △265,583 △109,074

工具、器具及び備品（純額） 88,031 7,949

リース資産 3,990 3,990

減価償却累計額 △1,529 △2,327

リース資産（純額） 2,460 1,662

有形固定資産合計 102,270 20,065

無形固定資産   

のれん 120,311 －

ソフトウエア 5,766 2,229

電話加入権 655 655

無形固定資産合計 126,733 2,884

投資その他の資産   

投資有価証券 66,245 54,746

関係会社株式 － ※  338,530

関係会社社債 － ※  166,540

その他 60,427 10,621

投資損失引当金 － △158,306

投資その他の資産合計 126,673 412,131

固定資産合計 355,677 435,081

資産合計 1,988,968 1,262,658
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 67,720 47,426

短期借入金 63,120 －

賞与引当金 15,690 15,250

製品保証引当金 2,889 －

返品調整引当金 3,223 －

その他 72,427 50,411

流動負債合計 225,071 113,088

固定負債   

リース債務 2,640 1,789

退職給付引当金 15,070 17,800

資産除去債務 － 5,721

固定負債合計 17,710 25,310

負債合計 242,781 138,399

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,022,725 3,022,725

資本剰余金 3,489,224 3,489,224

利益剰余金 △4,873,281 △5,287,319

自己株式 △185 △185

株主資本合計 1,638,481 1,224,444

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △3,556 △1,199

為替換算調整勘定 △201,814 △98,984

その他の包括利益累計額合計 △205,370 △100,184

少数株主持分 313,074 －

純資産合計 1,746,186 1,124,259

負債純資産合計 1,988,968 1,262,658
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

売上高 2,112,680 2,505,172

売上原価 ※1、※2  1,507,848 ※1、※2  1,773,656

売上総利益 604,831 731,516

販売費及び一般管理費 ※3、※4  932,883 ※3、※4  1,062,654

営業損失（△） △328,051 △331,138

営業外収益   

受取利息 4,485 3,157

受取配当金 477 392

雑収入 18,636 14,290

営業外収益合計 23,599 17,840

営業外費用   

支払利息 6,697 11,961

保険積立金解約損 1,374 －

為替差損 32,544 184,644

固定資産除却損 1,165 452

投資有価証券売却損 － 7,641

雑損失 615 89

営業外費用合計 42,396 204,790

経常損失（△） △346,848 △518,088

特別利益   

関係会社清算益 ※5  6,863 －

製品保証引当金戻入額 15,908 －

持分変動利益 － 49,034

償却債権取立益 － 24,000

特別利益合計 22,771 73,034

特別損失   

関係会社整理損 ※6  5,900 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 924

特別損失合計 5,900 924

税金等調整前当期純損失（△） △329,977 △445,978

法人税、住民税及び事業税 1,418 1,607

法人税等合計 1,418 1,607

少数株主損益調整前当期純損失（△） － △447,586

少数株主損失（△） △21,953 △33,548

当期純損失（△） △309,442 △414,037
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（連結包括利益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純損失（△） － △447,586

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 － 2,356

為替換算調整勘定 － △93,508

その他の包括利益合計 － ※2  △91,151

包括利益 － ※1  △538,738

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 － △438,219

少数株主に係る包括利益 － △100,518
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 3,022,725 3,022,725

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,022,725 3,022,725

資本剰余金   

前期末残高 3,489,224 3,489,224

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,489,224 3,489,224

利益剰余金   

前期末残高 △4,563,838 △4,873,281

当期変動額   

当期純損失（△） △309,442 △414,037

連結範囲の変動 － △138,746

持分法の適用範囲の変動 － 138,746

当期変動額合計 △309,442 △414,037

当期末残高 △4,873,281 △5,287,319

自己株式   

前期末残高 △185 △185

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 △185 △185

株主資本合計   

前期末残高 1,947,924 1,638,481

当期変動額   

当期純損失（△） △309,442 △414,037

連結範囲の変動 － △138,746

持分法の適用範囲の変動 － 138,746

当期変動額合計 △309,442 △414,037

当期末残高 1,638,481 1,224,444
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △12,958 △3,556

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 9,402 2,356

当期変動額合計 9,402 2,356

当期末残高 △3,556 △1,199

為替換算調整勘定   

前期末残高 △233,921 △201,814

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 32,107 102,829

当期変動額合計 32,107 102,829

当期末残高 △201,814 △98,984

その他の包括利益累計額合計   

前期末残高 △246,880 △205,370

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 41,510 105,185

当期変動額合計 41,510 105,185

当期末残高 △205,370 △100,184

少数株主持分   

前期末残高 287,786 313,074

当期変動額   

連結子会社の減少による少数株主持分の増減 － △313,074

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 25,288 －

当期変動額合計 25,288 △313,074

当期末残高 313,074 －

純資産合計   

前期末残高 1,988,829 1,746,186

当期変動額   

当期純損失（△） △309,442 △414,037

連結範囲の変動 － △138,746

連結子会社の減少による少数株主持分の増減 － △313,074

持分法の適用範囲の変動 － 138,746

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 66,798 105,185

当期変動額合計 △242,643 △621,926

当期末残高 1,746,186 1,124,259
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純損失（△） △329,977 △445,978

減価償却費 43,289 47,100

無形固定資産償却費 2,845 2,951

のれん償却額 16,556 16,236

貸倒引当金の増減額（△は減少） 8,480 △7,835

賞与引当金の増減額（△は減少） △660 △440

関係会社整理損失引当金の増減額（△は減少） △19,024 －

製品保証引当金の増減額（△は減少） △15,908 1,704

返品調整引当金の増減額（△は減少） △2,690 △1,087

退職給付引当金の増減額（△は減少） 3,480 5,040

受取利息及び受取配当金 △4,963 △3,550

為替差損益（△は益） 5,480 11,457

支払利息 6,697 11,961

保険積立金解約損 1,374 －

持分変動損益（△は益） － △49,034

償却債権取立益 － △24,000

投資有価証券売却損益（△は益） － 7,641

関係会社整理損 5,900 －

関係会社清算損益（△は益） △6,863 －

売上債権の増減額（△は増加） △35,499 95,111

たな卸資産の増減額（△は増加） 157,014 △336,709

前渡金の増減額（△は増加） △13,801 5,303

未収入金の増減額（△は増加） 14,459 △20,050

仕入債務の増減額（△は減少） 43,877 19,564

その他の流動資産の増減額（△は増加） 33,934 △821

前受金の増減額（△は減少） △12,224 20,245

その他の流動負債の増減額（△は減少） △22,240 20,617

その他 7,534 △1,048

小計 △112,929 △625,618

利息及び配当金の受取額 4,980 3,592

利息の支払額 △6,667 △8,665

法人税等の支払額 △452 △1,117

営業活動によるキャッシュ・フロー △115,069 △631,809
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △605 －

定期預金の払戻による収入 4,422 －

有形固定資産の取得による支出 △41,086 △143,982

無形固定資産の取得による支出 △1,978 △2,782

敷金及び保証金の差入による支出 △9,176 △2,543

敷金及び保証金の回収による収入 1,340 4,854

保険積立金の解約による収入 9,556 －

投資有価証券の売却及び償還による収入 － 24,718

投資有価証券の減資による収入 － 4,085

貸付けによる支出 － △1,520

貸付金の回収による収入 1,657 1,520

その他 △252 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △36,122 △115,649

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 103,071 439,576

短期借入金の返済による支出 △214,176 △245,756

少数株主からの払込みによる収入 － 428,429

社債の発行による収入 － 139,201

新株予約権の発行による収入 － 7,161

リース債務の返済による支出 △849 △824

財務活動によるキャッシュ・フロー △111,953 767,788

現金及び現金同等物に係る換算差額 14,890 154,270

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △248,254 174,599

現金及び現金同等物の期首残高 882,752 634,498

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

－ △108,231

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  634,498 ※1  700,866
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該当事項はありません。 

  

  

(5)継続企業の前提に関する注記

(6)連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

  
前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数     ３社 

連結子会社名 

株式会社リアルビジョン北九州 

WIDE Corporation 

WIDE USA Corporation 

 RVU，INC.、MacroTech Semiconductor 

Corporationについては、当連結会計年度

において清算したため、連結の範囲から

除いております。 

(1) 連結子会社の数     １社 

連結子会社名 

株式会社リアルビジョン北九州 

 WIDE Corporation及びその子会社２社

（WIDE USA Corporation、当連結会計年

度に設立により連結子会社となったWIDE 

Europe B.V.）は、平成22年12月28日に実

施した第三者割当増資により、当社持分

比率が低下したため、連結子会社の範囲

から除外し、持分法適用関連会社に異動

しております。 

 なお、異動日を上記３社の決算日であ

る12月末日とみなしたため、当連結会計

年度は損益計算書のみを連結しておりま

す。 

  (2) 主要な非連結子会社の名称等 

該当事項はありません。  

(2) 主要な非連結子会社の名称等 

同左 

２．持分法の適用に関する事

項 

該当事項はありません。  (1) 持分法適用の関連会社   ３社 

会社名 

WIDE Corporation 

WIDE USA Corporation 

WIDE Europe B.V. 

 上記３社は、平成22年12月28日に実施

した第三者割当増資により、当社持分比

率が低下したため、連結子会社の範囲か

ら除外し、持分法適用の関連会社に含め

ております。 

 上記３社の決算日は12月末日であり、

連結財務諸表の作成にあたっては、各社

の決算日現在の財務諸表を使用しており

ます。ただし、決算日が連結決算日と異

なるため、連結決算日までの期間に発生

した重要な取引について、連結上必要な

調整を行っております。 

 なお、「１．連結の範囲に関する事

項」に記載のとおり、当連結会計年度の

損益計算書を連結したことから、持分法

による投資損益を計上しておりません。 
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前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社のうち、WIDE 

Corporation、WIDE USA Corporation.の

決算日は12月末日であります。 

 連結財務諸表の作成にあたっては、各

子会社の決算日現在の財務諸表を使用し

ております。ただし、決算日が連結決算

日と異なる上記２社については、連結決

算日までの期間に発生した重要な取引に

ついて、連結上必要な調整を行っており

ます。  

すべての連結子会社の事業年度の末日

は、連結決算日と一致しております。 

  

４．会計処理基準に関する事

項 

    

(1)重要な資産の評価基準

及び評価方法 

(イ)有価証券 

満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

(イ)有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

  その他有価証券 

時価のないもの 

移動平均法による原価法及び償却

原価法（定額法） 

その他有価証券 

時価のないもの 

同左 

  (ロ)たな卸資産 

製 品… 当社及び国内連結子会社は

移動平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性

の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）、在外

連結子会社は主として移動

平均法による低価法 

(ロ)たな卸資産 

製 品… 同左 

  原材料… 当社及び国内連結子会社は

移動平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性

の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）、在外

連結子会社は主として移動

平均法による低価法 

原材料… 同左 

  仕掛品… 当社及び国内連結子会社は

移動平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性

の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）及び個

別法による原価法（貸借対

照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法に

より算定）、在外連結子会

社は主として移動平均法に

よる低価法 

仕掛品… 同左 
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前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

(2)重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

(イ)有形固定資産（リース資産を除く） 

当社及び国内連結子会社は定率法、

在外連結子会社は主として定額法によ

っております。  

 主な耐用年数は以下の通りでありま

す。 

建物        10～15年 

車両運搬具     5年 

工具、器具及び備品 4～20年 

(イ)有形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

  (ロ)無形固定資産（リース資産を除く） (ロ)無形固定資産（リース資産を除く） 

  ソフトウェア 

 自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（2～

5年）に基づく定額法によっておりま

す。 

ソフトウェア 

同左 

  (ハ)リース資産 (ハ)リース資産 

   リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によっており

ます。 

同左 

(3)重要な引当金の計上基

準 

(イ)貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

(イ)貸倒引当金 

同左 

  (ロ)賞与引当金 

 従業員の賞与の支払いに備えるた

め、当連結会計年度に負担すべき支給

見込額を計上しております。 

(ロ)賞与引当金 

同左 

  (ハ)退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、計上

しております。 

 なお、当社及び連結子会社について

は簡便法（退職給付に係る期末自己都

合要支給額を退職給付債務とする方

法）により計上しております。 

(ハ)退職給付引当金 

同左 

  (ニ)製品保証引当金 

 販売が終了している製品に対する保

証費用の発生に備えるため、保証期間

内での過去の実績に基づく見込額を計

上しております。 

(ニ)製品保証引当金 

同左 
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前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

  (ホ)返品調整引当金 

 製品の返品による損失に備えるた

め、過去の返品実績率に基づく返品損

失見込額を計上しております。 

(ホ)返品調整引当金 

同左 

  (ヘ) ─── 

  

(ヘ)投資損失引当金 

関連会社株式に対し、将来発生する

可能性のある損失に備えるため、関連

会社の財政状態等を勘案し、必要と認

められる額を計上しております。 

  (ト)関係会社整理損失引当金 

関係会社の整理に伴う損失に備える

ため、当社グループが負担することと

なる損失見込額を計上しております。 

なお、当連結会計年度末における残

高はありません。  

(ト) ─── 

  

(4)重要な外貨建の資産ま

たは負債の本邦通貨への

換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。な

お、在外子会社の資産及び負債は、決算

日の直物為替相場により円貨に換算し、

収益及び費用は期中平均相場により円貨

に換算し、換算差額は純資産の部におけ

る為替換算調整勘定及び少数株主持分に

含めて計上しております。 

同左 

(5)のれんの償却方法及び

償却期間 

─────   のれんは10年間の定額法により償却し

ております。 

(6)連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金の

範囲 

─────   手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から3ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。 

(7)その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

(イ)消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

(イ)消費税等の会計処理 

同左 

  (ロ)連結納税制度の適用 

 連結納税制度を適用しております。 

(ロ)連結納税制度の適用 

同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 全面時価評価法によっております。 同左 

６．のれんの償却に関する事

項 

のれんは10年間の定額法により償却し

ております。 

───── 

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から3ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。 

───── 
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(7)連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

（会計方針の変更） 

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

────── （資産除去債務に関する会計基準の適用） 

 当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用して

おります。 

 これにより、営業損失、経常損失はそれぞれ465千円増

加し、税金等調整前当期純損失は、1,389千円増加してお

ります。また、当会計基準等の適用開始による資産除去

債務の変動額は5,617千円であります。 

（表示方法の変更）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

────── （連結損益計算書） 

 当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づ

き、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則

等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣

府令第５号）を適用し、「少数株主損益調整前当期純利

益」の科目で表示しております。 

（追加情報）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

──────  当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し

ております。ただし、「その他の包括利益累計額」及び

「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度の金額

は、「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額等合計」

の金額を記載しております。 
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当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

※１ 当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益 

  

※２ 当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益 

  

(8)連結財務諸表に関する注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

────── ※  非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。 

  関係会社株式 338,530千円

関係会社社債 166,540千円

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

※１ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の

金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含

まれています。 

※１ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の

金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含

まれています。 

製品 千円15,126 製品 千円3,960

原材料 千円44,744 原材料 千円455

※２ 返品調整引当金戻入額2,690千円が売上原価に含ま

れております。 

※２ 返品調整引当金戻入額 千円が売上原価に含ま

れております。 

1,087

※３ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。 

※３ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。 

(1) 給料手当 千円169,908

(2) 賞与引当金繰入額       千円16,229

(3) 退職給付費用       千円9,059

(4) 研究開発費 

(5) 貸倒引当金繰入額 

千円

千円

247,358

8,612

(6) のれん償却額       千円16,556

(1) 給料手当 千円181,149

(2) 賞与引当金繰入額       千円16,558

(3) 退職給付費用       千円9,492

(4) 研究開発費 

(5) 貸倒引当金繰入額 

千円

千円

350,831

13,185

(6) のれん償却額       千円16,236

※４ 一般管理費に含まれる研究開発費 

                千円 247,358

※４ 一般管理費に含まれる研究開発費 

                千円 350,831

※５ 関係会社清算益は、MacroTech Semiconductor 

Corporationの清算に係るものであります。 

────── 

※６ 関係会社整理損は、RVU,INC.の清算に伴い当社グ

ループが負担した損失であります。 

────── 

（連結包括利益計算書関係）

親会社株主に係る包括利益 -268,985千円

少数株主に係る包括利益 27,394 

計 -241,590 

その他有価証券評価差額金 9,402千円

為替換算調整勘定 80,402 

計 89,805 
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前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   

２．新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

  

３．配当に関する事項 

該当事項はありません。 

   

当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

２．新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

  

３．配当に関する事項 

該当事項はありません。 

   

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  41,187  －  －  41,187

合計  41,187  －  －  41,187

自己株式         

普通株式  1  －  －  1

合計  1  －  －  1

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  41,187  －  －  41,187

合計  41,187  －  －  41,187

自己株式         

普通株式  1  －  －  1

合計  1  －  －  1
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金融商品、有価証券、デリバティブ取引、ストック・オプション、関連当事者情報に関する注記事項について

は、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略します。  

  

  

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

(平成22年３月31日現在) 

(千円) 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

(平成23年３月31日現在) 

(千円) 

現金及び預金勘定 584,467

有価証券勘定 50,031

現金及び現金同等物 634,498

現金及び預金勘定 650,800

有価証券勘定 50,065

現金及び現金同等物 700,866

────── ※２ 当連結会計年度に第三者割当増資により連結子会

社でなくなった会社の資産及び負債の主な内訳 

(千円) 

  
  

  

流動資産 1,169,818

固定資産 204,366

 資産合計 1,374,184

流動負債 350,614

固定負債 307,918

 負債合計 658,533

（開示の省略）

（リース取引関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１．ファイナンス・リース取引（借主側） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

１．ファイナンス・リース取引（借主側） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

① リース資産の内容 

有形固定資産 

管理部門における事務用機器（「工具、器具及び

備品」）であります。 

① リース資産の内容 

同左 

② リース資産の減価償却の方法 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

「４．会計処理基準に関する事項 （2）重要な減価

償却資産の減価償却の方法」に記載のとおりでありま

す。 

② リース資産の減価償却の方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 

オペレーティング・リース取引のうち解約不能な

ものに係る未経過リース料 

１年内 578千円 

合計 578千円 

２．  ────── 
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１．採用している退職給付制度の概要 

 当社及び国内連結子会社は、退職金規程に基づいて、確定給付型の制度として、会社に満1年以上勤続する

従業員が退職するとき退職一時金を支給しております。なお、連結子会社であったWIDE Corporationについて

は確定給付型の制度を設けておりましたが、第三者割当増資により、持分法適用関連会社に異動したため、当

連結会計年度において該当事項はありません。 

２．退職給付債務に関する事項 

（注）１．当社及び国内連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

２．WIDE Corporationは第三者割当増資により、持分法適用関連会社に異動し、貸借対照表を連結除外したため、

当連結会計年度において該当事項はありません。 

３．退職給付費用に関する事項 

（注）１．簡便法を採用している当社及び国内連結子会社の退職給付費用は、「勤務費用」に計上しております。 

２．WIDE Corporationは第三者割当増資により、持分法適用関連会社に異動しておりますが、異動日を同社の決算

日である12月末日とみなしたため、当連結会計年度における「勤務費用」を計上しております。 

   

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

該当事項はありません。  

  

（退職給付会計関係）

    
前連結会計年度 

（平成22年3月31日現在） 
当連結会計年度 

（平成23年3月31日現在） 

(1) 退職給付債務 千円 △52,069 千円 △17,800

(2) 年金資産 千円 36,999 千円 －

(3) 未積立退職給付債務(1)＋(2) 千円 △15,070 千円 △17,800

(4) 会計基準変更時差異の未処理額  －  －

(5) 未認識数理計算上の差異  －  －

(6) 連結貸借対照表上の純額(3)+(4)+(5) 千円 △15,070 千円 △17,800

(7) 退職給付引当金 千円 △15,070 千円 △17,800

    
前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

(1) 勤務費用 千円 21,276 千円 27,157

(2) 利息費用  

  

－  

  

－

(3) 期待運用収益  

  

－  

  

－

(4) 会計基準変更時差異の費用処理額  

  

－  

  

－

(5) 数理計算上の差異の費用処理額  

  

－  

  

－

(6) 退職給付費用(1)+(2)-(3)+(4)+(5) 千円 21,276 千円 27,157

㈱リアルビジョン（6786） 平成23年3月期 決算短信

- 28 -



当連結会計年度度末（平成23年３月31日） 
  
資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの 

イ 当該資産除去債務の概要 

 本社事務所の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。 
  

ロ 当該資産除去債務の金額の算定方法 

 使用見込期間を取得から15年と見積り、割引率は1.85％を使用して資産除去債務の金額を計算しております。
  

ハ 当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減 
  

（注）当連結会計年度より「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適

用したことによる期首時点における残高であります。 

  

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

（資産除去債務関係）

期首残高（注） 5,617千円  

時の経過による調整額 104 

期末残高 5,721 

（税効果会計関係）

前連結会計年度 
（平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産   千円 

退職給付引当金 6,124  

賞与引当金  6,376  

貸倒引当金 74,415  

未払事業税 2,778  

減損損失 4,147  

たな卸資産評価損 75,655  

繰越欠損金 1,782,768  

その他  31,573  

繰延税金資産小計  1,983,840  

評価性引当額 △1,983,840  

繰延税金資産合計 －  

  

繰延税金資産   千円 

退職給付引当金 7,233  

賞与引当金  6,197  

貸倒引当金 2,619  

投資損失引当金 64,335  

未払事業税 2,778  

たな卸資産評価損 63,491  

繰越欠損金 1,398,417  

その他  14,247  

繰延税金資産小計  1,559,321  

評価性引当額 △1,559,321  

繰延税金資産合計 －  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

税金等調整前当期純損失を計上しているため、記

載しておりません。 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

同左 
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前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 （注）１．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっています。 

２．各区分の主な事業の内容 

(1) グラフィックス関連：グラフィックスＬＳＩ、グラフィックスボード、ソフト、産業用液晶モニターの販

売等 

(2) 部材関連：部材等の原材料の輸出取引等 

(3) その他：ターンキーサービス関連（ＬＳＩ及びボード等の設計・製造サービス） 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(162,349千円)の主なものは、親会社の管

理部門に係る費用であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額(502,684千円)の主なものは、当社での余資運用

資金（現金及び有価証券）及び管理に係る資産であります。 

  

（セグメント情報等）

ａ．事業の種類別セグメント情報

  
グラフィッ
クス関連 
（千円） 

部材関連 
（千円） 

その他 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全
社 
（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ．売上高及び営業損

益 
            

売上高             

(1）外部顧客に対す

る売上高 
 1,890,720  221,959  －  2,112,680  －  2,112,680

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

 －  －  －  －  －  －

計  1,890,720  221,959  －  2,112,680  －  2,112,680

営業費用  2,057,759  218,486  2,136  2,278,382  162,349  2,440,732

営業利益又は営業

損失（△） 
 △167,039  3,473  △2,136  △165,702  △162,349  △328,051

Ⅱ．資産、減価償却費

及び資本的支出 
            

資産  1,428,717  57,566  －  1,486,283  502,684  1,988,968

減価償却費  41,674  －  －  41,674  4,459  46,134

資本的支出  61,848  －  －  61,848  －  61,848
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前連結会計年度（自平成21年4月1日 至平成22年3月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(162,349千円)の主なものは、親会社の管

理部門に係る費用であります。 

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額(502,684千円)の主なものは、当社での余資運用

資金（現金及び有価証券）及び管理に係る資産であります。 

   

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

(1) アジア… 韓国、台湾、中国等 

(2) 欧州  … イギリス、フランス、ドイツ等 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。   

ｂ．所在地別セグメント情報

  
日本 

（千円） 
韓国 

（千円） 
米国 

（千円） 
台湾 

（千円） 
計 

（千円） 

消去又は
全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ．売上高及び営業損

益 
              

売上高               

(1）外部顧客に対す

る売上高 
 620,031  1,023,784  468,864  －  2,112,680  －  2,112,680

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

 10,602  484,599  －  －  495,202  △495,202  －

計  630,633  1,508,384  468,864  －  2,607,882  △495,202  2,112,680

営業費用  746,260  1,500,835  478,032  2,136  2,727,265  △286,533  2,440,732

営業利益又は営業

損失（△） 
 △115,627  7,548  △9,168  △2,136  △119,382  △208,668  △328,051

Ⅱ．資産  958,889  837,665  190,291  －  1,986,846  2,121  1,988,968

ｃ．海外売上高

  アジア 米国 欧州 計 

Ⅰ 海外売上高（千円）  667,947  489,529  584,790  1,742,268

Ⅱ 連結売上高（千円）  －  －  －  2,112,680

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高

の割合（％） 
 31.6  23.2  27.7  82.5
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当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

１．報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

当社はグラフィックス関連事業を中心に事業活動を展開しております。なお、「グラフィックス関連」及び

「部材関連」を報告セグメントとしております。 

「グラフィックス関連」セグメントは、医用画像向けグラフィックスボード及び産業用液晶モニター等の開

発・製造・販売の産業用グラフィックス事業と遊技機器向けグラフィックスLSI等の開発・販売のアミューズ

メント事業を行っております。「部材関連」セグメントは、部材等の原材料等の輸出取引等を行っておりま

す。 

  

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」

における記載と概ね同一であります。 

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値です。 

  

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

（単位：千円） 

（注）１．セグメント損益の調整額には、各報告セグメントに配分していない全社費用△164,485千円が含まれており

ます。全社費用は主に報告セグメントに帰属しない親会社の管理部門に係る費用であります。 

２．セグメント資産の調整額には、各報告セグメントに配分していない全社資産502,684千円が含まれておりま

す。全社資産は主に当社での余資運用資金（現預金及び有価証券）及び報告セグメントに帰属しない親会社

の管理部門に係る資産であります。 

３．セグメント損益は、連結損益計算書の営業損益と調整を行っております。  

  

ｄ．セグメント情報

  

報告セグメント 
調整額 

（注）１、２ 

連結財務諸表 
計上額 
（注）３ 

グラフィックス
関連 

部材関連 計 

売上高           

外部顧客への売上高  1,890,720  221,959  2,112,680  －  2,112,680

セグメント間の内部売上高又

は振替高 
 －  －  －  －  －

計  1,890,720  221,959  2,112,680  －  2,112,680

セグメント利益又は損失（△）   △167,039  3,473  △163,566  △164,485  △328,051

セグメント資産  1,428,717  57,566  1,486,283  502,684  1,988,968

その他の項目   

減価償却費  41,674  －  41,674  4,459  46,134

のれんの償却額   16,556  －  16,556  －  16,556

有形固定資産及び 

無形固定資産の増加額  
 61,848  －  61,848  －  61,848
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当連結会計年度（自平成22年４月１日 至平成23年３月31日） 

（単位：千円） 

（注）１．セグメント損益の調整額には、各報告セグメントに配分していない全社費用△172,975千円が含まれており

ます。全社費用は主に報告セグメントに帰属しない親会社の管理部門に係る費用であります。 

２．セグメント資産の調整額には、各報告セグメントに配分していない全社資産729,892千円が含まれておりま

す。全社資産は主に当社での余資運用資金（現預金及び有価証券）及び報告セグメントに帰属しない親会社

の管理部門に係る資産であります。 

３．セグメント損益は、連結損益計算書の営業損益と調整を行っております。 

４．WIDE Corporation及びその子会社２社（WIDE USA Corporation、WIDE Europe B.V.）は第三者割当増資によ

り、持分法適用関連会社に異動しておりますが、異動日を同社の決算日である12月末日とみなしたため、当

連結会計年度における売上高、セグメント損失及び減価償却費は、グラフィックス関連の売上高、セグメン

ト損失及び減価償却費に計上しております。 

なお、セグメント資産、有形固定資産及び無形固定資産の増加額については、貸借対照表を連結除外した

ため、計上しておりません。 

  

  

報告セグメント 

調整額 
（注）１、２ 

連結財務諸表 
計上額 
（注）３ 

グラフィックス

関連 
（注）４ 

部材関連 計 

売上高           

外部顧客への売上高  2,163,230  341,941  2,505,172  －  2,505,172

セグメント間の内部売上高又

は振替高 
 －  －  －  －  －

計  2,163,230  341,941  2,505,172  －  2,505,172

セグメント利益又は損失（△）   △163,766  5,603  △158,163  △172,975  △331,138

セグメント資産  478,020  54,746  532,766  729,892  1,262,658

その他の項目   

減価償却費  46,649  －  46,649  3,402  50,051

のれんの償却額   16,236  －  16,236  －  16,236

有形固定資産及び 

無形固定資産の増加額  
 2,565  －  2,565  －  2,565
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当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

（単位：千円） 

  

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

（単位：千円） 

(2）有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記

載を省略しております。 

  

３．主要な顧客ごとの情報 

（単位：千円） 

  

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

該当事項はありません。 

  

   

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

（単位：千円） 

  

   

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

該当事項はありません。  

  

（追加情報） 

当連結会計年度（自平成22年４月１日 至平成23年３月31日） 

当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月27

日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３

月21日）を適用しております。 

    

ｅ．関連情報

  グラフィックス関連 部材関連 合計 

外部顧客への売上高  2,163,230  341,941  2,505,172

日本 アジア 米国 欧州 合計 

 190,676  908,448  676,908  729,139  2,505,172

顧客の名称又は氏名  売上高 関連するセグメント名 

A.C.R.CO.,LTD.  348,855 部材関連 

ｆ．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

ｇ．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

  グラフィックス関連 部材関連 合計 

当期償却額  16,236  －  16,236

当期末残高  －  －  －

ｈ．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報
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 （注） １株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

   

  

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 銭34,796 08

１株当たり当期純損失 円 銭7,513 29

１株当たり純資産額 円 銭27,297 13

１株当たり当期純損失 円 銭10,052 87

潜在株式調整後1株当たり当期純利益については、１株

当たり当期純損失が計上されているため記載しておりま

せん。 

潜在株式調整後1株当たり当期純利益については、１株

当たり当期純損失が計上されているため記載しておりま

せん。 

  
前連結会計年度 

(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

当期純損失（千円）  309,442  414,037

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純損失（千円）  309,442  414,037

期中平均株式数（株）  41,186  41,186

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

平成15年6月25日定時株主総会決

議及び平成15年７月14日取締役会

決議ストックオプション（新株予

約権の数 個） 

普通株式 株 

（平成22年３月31日現在） 

297

297

平成15年6月25日定時株主総会決

議及び平成15年７月14日取締役会

決議ストックオプション（新株予

約権の数 個） 

普通株式 株 

（平成23年３月31日現在） 

297

297

（重要な後発事象）
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５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 419,523 638,283

受取手形 9,661 1,847

売掛金 ※  279,964 ※  63,489

有価証券 50,031 50,065

商品及び製品 30,259 49,227

仕掛品 5,403 7,041

原材料及び貯蔵品 9,478 6,765

未収消費税等 － 4,159

未収収益 ※  17,314 －

その他 4,431 624

貸倒引当金 － △6,444

流動資産合計 826,066 815,059

固定資産   

有形固定資産   

建物 12,797 17,490

減価償却累計額 △5,417 △7,036

建物（純額） 7,380 10,453

工具、器具及び備品 128,734 117,051

減価償却累計額 △113,937 △109,074

工具、器具及び備品（純額） 14,797 7,976

リース資産 3,990 3,990

減価償却累計額 △1,529 △2,327

リース資産（純額） 2,460 1,662

有形固定資産合計 24,638 20,092

無形固定資産   

ソフトウエア 2,173 2,229

電話加入権 655 655

無形固定資産合計 2,828 2,884

投資その他の資産   

投資有価証券 57,566 54,746

関係会社株式 606,261 588,570

関係会社社債 517,816 166,540

その他 10,621 10,621

投資損失引当金 △288,315 △158,306

投資その他の資産合計 903,950 662,172

固定資産合計 931,417 685,149

資産合計 1,757,484 1,500,208

㈱リアルビジョン（6786） 平成23年3月期 決算短信

- 36 -



（単位：千円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 56,066 47,426

未払金 15,543 11,210

未払費用 9,810 9,263

未払法人税等 8,016 8,023

未払消費税等 1,947 －

前受金 － 20,222

賞与引当金 15,690 15,250

その他 1,528 1,483

流動負債合計 108,602 112,879

固定負債   

リース債務 2,640 1,789

退職給付引当金 15,070 17,800

資産除去債務 － 5,721

固定負債合計 17,710 25,310

負債合計 126,312 138,189

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,022,725 3,022,725

資本剰余金   

資本準備金 3,489,224 3,489,224

資本剰余金合計 3,489,224 3,489,224

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 △4,877,035 △5,148,544

利益剰余金合計 △4,877,035 △5,148,544

自己株式 △185 △185

株主資本合計 1,634,727 1,363,218

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △3,556 △1,199

評価・換算差額等合計 △3,556 △1,199

純資産合計 1,631,171 1,362,018

負債純資産合計 1,757,484 1,500,208
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（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

売上高   

製品売上高 407,811 209,220

商品売上高 222,822 342,391

売上高合計 630,633 551,612

売上原価   

製品期首たな卸高 50,870 30,259

当期製品製造原価 162,626 96,872

当期商品仕入高 275,577 368,713

合計 489,074 495,845

他勘定振替高 100 89

製品期末たな卸高 30,259 49,227

売上原価合計 ※2  458,714 ※2  446,528

売上総利益 171,919 105,083

販売費及び一般管理費 ※3、※4  448,916 ※3、※4  385,298

営業損失（△） △276,996 △280,215

営業外収益   

受取利息 237 110

有価証券利息 ※1  25,589 ※1  12,446

受取配当金 477 392

雑収入 829 979

営業外収益合計 27,133 13,928

営業外費用   

保険積立金解約損 1,374 －

為替差損 7,943 139,030

固定資産除却損 496 375

雑損失 0 －

営業外費用合計 9,813 139,406

経常損失（△） △259,677 △405,693

特別利益   

関係会社清算益 ※5  1,175 －

投資損失引当金戻入額 － 130,009

償却債権取立益 － 24,000

特別利益合計 1,175 154,009

特別損失   

関係会社株式評価損 － 17,691

投資損失引当金繰入額 35,471 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 924

特別損失合計 35,471 18,615

税引前当期純損失（△） △293,973 △270,299

法人税、住民税及び事業税 △957 1,210

法人税等合計 △957 1,210

当期純損失（△） △293,015 △271,509
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 3,022,725 3,022,725

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,022,725 3,022,725

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 3,489,224 3,489,224

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,489,224 3,489,224

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

前期末残高 △4,584,019 △4,877,035

当期変動額   

当期純損失（△） △293,015 △271,509

当期変動額合計 △293,015 △271,509

当期末残高 △4,877,035 △5,148,544

利益剰余金合計   

前期末残高 △4,584,019 △4,877,035

当期変動額   

当期純損失（△） △293,015 △271,509

当期変動額合計 △293,015 △271,509

当期末残高 △4,877,035 △5,148,544

自己株式   

前期末残高 △185 △185

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 △185 △185

株主資本合計   

前期末残高 1,927,743 1,634,727

当期変動額   

当期純損失（△） △293,015 △271,509

当期変動額合計 △293,015 △271,509

当期末残高 1,634,727 1,363,218
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △12,958 △3,556

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 9,402 2,356

当期変動額合計 9,402 2,356

当期末残高 △3,556 △1,199

評価・換算差額等合計   

前期末残高 △12,958 △3,556

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 9,402 2,356

当期変動額合計 9,402 2,356

当期末残高 △3,556 △1,199

純資産合計   

前期末残高 1,914,784 1,631,171

当期変動額   

当期純損失（△） △293,015 △271,509

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 9,402 2,356

当期変動額合計 △283,612 △269,152

当期末残高 1,631,171 1,362,018
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 該当事項はありません。 

  

   

(4)継続企業の前提に関する注記

(5)重要な会計方針

項目 
前事業年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及

び評価方法 

(1) 子会社株式 

移動平均法による原価法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

  (2）その他有価証券 

時価のないもの 

移動平均法による原価法及び償却

原価法（定額法） 

(2）その他有価証券 

時価のないもの 

同左 

２．たな卸資産の評価基準

及び評価方法 

(1) 製品 

移動平均法による原価法（貸借対

照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定） 

(1) 製品 

同左 

  (2) 原材料 

移動平均法による原価法（貸借対

照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定） 

(2) 原材料 

同左 

  (3) 仕掛品 

移動平均法による原価法（貸借対

照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定）及

び個別法による原価法（貸借対照

表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定） 

(3) 仕掛品 

同左 

３．固定資産の減価償却の

方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

 定率法 

 主な耐用年数は以下の通りでありま

す。 

建物        10～15年 

工具、器具及び備品 4～20年 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

  (2) 無形固定資産（リース資産を除く） (2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

  ソフトウェア 

自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（2～

5年）に基づく定額法によっておりま

す。 

同左 
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項目 
前事業年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

  (3) リース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

(3) リース資産 

同左 

４．外貨建の資産及び負債

の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。 

同左 

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上することとしてお

ります。 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）投資損失引当金 

 子会社株式に対し、将来発生する可

能性のある損失に備えるため、子会社

の財政状態等を勘案し、必要と認めら

れる額を計上しております。 

(2）投資損失引当金 

 子会社及び関連会社株式に対し、将

来発生する可能性のある損失に備える

ため、関連会社の財政状態等を勘案

し、必要と認められる額を計上してお

ります。 

  (3）賞与引当金 

 従業員の賞与の支払いに備えるた

め、当事業年度に負担すべき支給見込

額を計上しております。 

(3）賞与引当金 

同左 

  (4）関係会社整理損失引当金 

関係会社の整理に伴う損失に備える

ため、当社が負担することとなる損失

見込額を計上しております。 

なお、当事業年度末における残高は

ありません。  

────── 

  (5）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務の見

込額に基づき計上しております。 

(4）退職給付引当金 

同左 

６．その他財務諸表作成の

ための基本となる重要な

事項 

  

(1) 消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

(1) 消費税等の会計処理 

同左 

(2) 連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しております。 

(2) 連結納税制度の適用 

同左 
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(6)重要な会計方針の変更

（会計処理方法の変更）

前事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

────── （資産除去債務に関する会計基準の適用） 

 当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産

除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しておりま

す。 

 これにより、営業損失、経常損失はそれぞれ465千円増

加し、税引前当期純損失は、1,389千円増加しておりま

す。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務

の変動額は5,617千円であります。 

（表示方法の変更）

前事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

────── （貸借対照表） 

 前期まで区分掲記しておりました「未収収益」（当期

末残高0千円）は、資産の総額の100分の１以下となった

ため、流動資産の「その他」に含めて表示することにし

ました。 

(7)個別財務諸表に関する注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度 
（平成22年３月31日） 

当事業年度 
（平成23年３月31日） 

※ 関係会社項目 

 関係会社に対する資産及び負債には区分掲記された

もののほか次のものがあります。 

※ 関係会社項目 

 関係会社に対する資産及び負債には区分掲記された

もののほか次のものがあります。 

売掛金   千円18,086

未収収益   千円17,310

売掛金   千円16,663
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前事業年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   

当事業年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

（損益計算書関係）

前事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

※１ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

関係会社よりの有価証券利息 千円25,220

※１ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

関係会社よりの有価証券利息 千円12,073

※２ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の

金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含

まれています。 

※２ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の

金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含

まれています。 

製品 千円15,126

原材料 千円44,744

製品 千円3,960

原材料 千円455

※３ 販売費に属する費用のおおよその割合は ％、

一般管理費に属する費用のおおよその割合は   

％であります。 

 主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

18.8

81.2

※３ 販売費に属する費用のおおよその割合は ％、

一般管理費に属する費用のおおよその割合は   

％であります。 

 主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

18.9

81.1

(1)役員報酬   千円45,895

(2)給料手当   千円69,093

(3)賞与引当金繰入額 千円16,229

(4)退職給付費用 千円2,074

(5)研究開発費 千円200,408

(6)減価償却費 千円4,975

(7)報酬委託手数料   千円36,228

(1)役員報酬   千円50,372

(2)給料手当   千円58,425

(3)賞与引当金繰入額 千円16,558

(4)退職給付費用 千円1,484

(5)研究開発費 千円137,963

(6)減価償却費 千円4,505

(7)報酬委託手数料   千円31,378

(8)貸倒引当金繰入額   千円6,444

※４ 研究開発費の総額 ※４ 研究開発費の総額 

一般管理費に含まれる研究開発費 一般管理費に含まれる研究開発費 

  千円200,408   千円137,963

※５ RVU,INCの清算に係るものであります。 ────── 

（株主資本等変動計算書関係）

  
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

普通株式  1  －  －  1

合計  1  －  －  1

  
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

普通株式  1  －  －  1

合計  1  －  －  1
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前事業年度（平成22年３月31日） 

子会社株式及び関連会社株式 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

なお、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式は以

下のとおりです。 

   

当事業年度（平成23年３月31日） 

子会社株式及び関連会社株式 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

なお、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式は以

下のとおりです。 

    

（リース取引関係）

前事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１．ファイナンス・リース取引（借主側） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

① リース資産の内容 

有形固定資産 

管理部門における事務用機器（「工具、器具及び

備品」）であります。 

１．ファイナンス・リース取引（借主側） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

① リース資産の内容 

同左 

② リース資産の減価償却の方法 

重要な会計方針「４．固定資産の減価償却の方

法」に記載のとおりであります。 

② リース資産の減価償却の方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 

オペレーティング・リース取引のうち解約不能な

ものに係る未経過リース料 

１年内 578千円 

合計 578千円 

２．  ────── 

  

（有価証券関係）

区分 貸借対照表計上額（千円） 

子会社株式  606,261

関連会社株式  －

区分 貸借対照表計上額（千円） 

子会社株式  －

関連会社株式  588,570
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１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  

  

（税効果会計関係）

前事業年度 
（平成22年３月31日） 

当事業年度 
（平成23年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産   千円 

退職給付引当金 6,124  

賞与引当金  6,376  

投資損失引当金 117,171  

未払事業税 2,778  

減損損失 4,147  

たな卸資産評価損 61,889  

繰越欠損金 1,358,818  

その他  13,144  

繰延税金資産小計  1,570,451  

評価性引当額 △1,570,451  

繰延税金資産合計 －  

  

繰延税金資産   千円 

退職給付引当金 7,233  

賞与引当金  6,197  

貸倒引当金  2,619  

投資損失引当金 64,335  

未払事業税 2,778  

たな卸資産評価損 63,491  

繰越欠損金 1,391,435  

その他  14,247  

繰延税金資産小計  1,552,339  

評価性引当額 △1,552,339  

繰延税金資産合計 －  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

税引前当期純損失を計上しているため、記載して

おりません。 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

同左 

（資産除去債務関係）

当事業年度末（平成23年３月31日） 
  
資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの 

イ 当該資産除去債務の概要 

 本社事務所の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。 
  

ロ 当該資産除去債務の金額の算定方法 

 使用見込期間を取得から15年と見積り、割引率は1.85％を使用して資産除去債務の金額を計算しております。
  

ハ 当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減 

  

（注）当事業年度より「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資

産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用し

たことによる期首時点における残高であります。 

期首残高（注） 5,617千円  

時の経過による調整額 104 

期末残高 5,721 
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 （注） １株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

前事業年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

該当事項はありません。 

  

当事業年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。  

（１株当たり情報）

前事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 銭39,605 00

１株当たり当期純損失 円 銭7,114 45

１株当たり純資産額 円 銭33,069 94

１株当たり当期純損失 円 銭6,592 28

 潜在株式調整後1株当たり当期純利益については、１株

当たり当期純損失が計上されているため記載しておりま

せん。 

 潜在株式調整後1株当たり当期純利益については、１株

当たり当期純損失が計上されているため記載しておりま

せん。 

  
前事業年度 

(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

当期純損失（千円）  293,015  271,509

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純損失（千円）  293,015  271,509

期中平均株式数（株）  41,186  41,186

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

平成15年6月25日定時株主総会決

議及び平成15年７月14日取締役会

決議ストックオプション（新株予

約権の数 個） 

普通株式 株 

（平成22年３月31日現在）  

297

297

平成15年6月25日定時株主総会決

議及び平成15年７月14日取締役会

決議ストックオプション（新株予

約権の数 個） 

普通株式 株 

（平成23年３月31日現在） 

297

297

（重要な後発事象）

６．その他
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